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                                                                               砂防事業共通 

１．土石流対策の進め方について 

■対策工法の考え方について 
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○砂防えん堤工 
 ・土石流を捕捉し直接人命・人家に損傷を与える範囲の被害を防止。 
 ・土石流を捕捉し下流へ安定した水等を流す。 

○渓流保全工 
 ・流水等による渓岸の浸食を防止し下流への土砂流下を防止する。 
 ・流下区間において流水等の越水、浸水の被害を防止する。 
 ・基本的に上流砂防えん堤整備の進捗にあわせて実施することで効果を発現する。 

渓流保全工整備区間 
（氾濫区域が広いため保全対象も多くなる） 
  ※保全対象が多いと便益は高くなる 

下流 
河川へ 

えん堤の整備により直接 
人命・家屋を保全する範囲 



                                                                               砂防事業共通 

１．土石流対策の進め方について 
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〈新規事業の進め方〉 
◆従前の考え方 
 ○現地状況を踏まえ、事業採択要件に合致する箇所の砂防えん堤や渓流保全工の整備に着手。  
 
◆平成２４年度以降 
 

   土砂災害に対して、「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」施策の現状における課題を解決するべく、平成23年度に 
   「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会を設置。 
   平成24年9月に検討委員会から今後の土砂災害対策の進め方に関する提言を受けた。 
   
  ※ 「防ぐ」施設整備については、更なる重点化を図るため、「災害発生の危険度」と「災害発生時の 
   影響度」の視点から評価を行い、評価の高いところから優先的に整備を進めるべき。 
   
  

     人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を、渓岸浸食・家屋の浸水被害等の 
     軽減を図る「渓流保全」より優先的に進める。 
     （渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しない） 
 
〈継続事業の進め方〉 
◆従前の考え方 
 ○保全対象が無くなる等、状況に変化が無い限り完了を目指す。 
 
◆平成２４年度以降  
 ○次ページのフローに基づき「継続」または「休止」について判断。  
 ○渓流保全工は、昨年度まで「継続」または「休止」の判断について検討を行っていたが、今回、府の

方針を定めた。 



〈継続中の事業の継続・休止に係る判断〉 

土石流対策 

地権者の特定ができない 
ex.相続人が不明 
  土地の沿革を確認できない 等 

砂防えん堤 

②用地境界の確定 

交付金事業採択箇所については 
原則整備 
（事業継続） 

現地の進捗 

渓流保全 

現地着手済み箇所は整備を
進め効果を発現させる 
（事業継続） 

現地未着手 
（宮川・見出川） 

 用地取得率 ０％ 
 工事進捗率 ０％ 

採択要件の適用外  
ex.土砂災害防止法(※)調査 
  結果の精査 
  地形の変革 等 

現地着手済み 
 5箇所（1箇所） 
 用地取得率 100％ 
        （100％） 
 工事進捗率  90％以上 
         （35%） 
 

※休止事業の取扱い 
施設整備は休止するものの警戒避難体制の
整備など、ソフト対策の推進を図る。 

※正式名称「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」 

                                                                               砂防事業共通 

１．土石流対策の進め方について 
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①測量及び設計 

③用地取得 

④工事の実施 

休止 

休止 

（ ）：開発に伴う受託事業 

・現地未着手の事業は 
 新規事業に準ずる 

休止 

・渓流保全工のみの新規事業 
 は当面の間実施しない 



土石流危険渓流 
（えん堤未整備） 

今回事業計画 
（渓流保全工） 
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                                                                               宮川砂防事業 

２．渓流保全工の概要（宮川砂防事業） 
■宮川砂防事業の概要について 
 ○本事業は岸和田市積川地先約400ｍの 
   土石流流下区間において、渓流保全工を 
   実施。 
 
 ○当該箇所は土石流の発生の恐れがある 
   危険渓流から約0.5㎞離れており、 
     土石流の直撃による人命・家屋損傷の 
     リスクは土石流発生源直下よりも低い。 
 
 ○ただし一旦氾濫すると 
   流域内の人命家屋に 
     影響を与えるため、 
     発生源対策である 
     えん堤の整備と併せた 
   施設整備は必要。  

L=４００ｍ 

渓流保全工 
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                                                                             見出川砂防事業 

３．渓流保全工の概要（見出川砂防事業） 
■見出川砂防事業の概要について 
 ○本事業は熊取町久保地先約1,200ｍの 
   土石流流下区間において、渓流保全工を 
   実施。 
 
 ○当該箇所は土石流の発生の恐れがある 
   危険渓流から約1.0㎞ 
   離れており、土石流の 
   直撃による人命・家屋 
   損傷のリスクは土石流 
     発生源直下よりも低い。 
 
 ○ただし一旦氾濫すると 
   流域内の人命家屋に 
     影響を与えるため、 
     発生源対策である 
     えん堤の整備と併せた 
   施設整備は必要。   

土石流危険渓流 
（えん堤未整備） 

今回事業計画 
（渓流保全工） 

土石流危険渓流 
（えん堤未整備） 渓流保全工  

 L=1200ｍ 

主な保全対象 



事業名 事業の進捗の見込みの視点における判定（案） 

５ 
 
 
６ 
 

大津川水系 
 宮川 
 
見出川水系 
 見出川 
 

（前回） 
 現地未着手であることから、「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会の提言に基
づき、対策実施箇所の更なる重点化を行った結果、当面の対策を見送る箇所となったた
め、事業を休止する。 

休止 

（修正案） 
 土石流対策については、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を渓
岸の浸食や家屋の浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先して進めることとし、渓流
保全工のみの新規事業は当面の間実施しないこととしている。 
 本事業については、用地境界が未確定であり、現地未着手であることから、新規事業
に準ずることとし事業を休止する。 

                                                                   宮川砂防事業・見出川砂防事業 

４．評価調書の修正について 
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1）事業の進捗の見込みの視点における判定（案）の修正 



事業名 判断の理由（案） 

５ 
 
 
 
６ 
 

大津川水系 
 宮川 
 
 
見出川水系 
 見出川 

（前回） 
 現地未着手であることから、「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会
の提言に基づき、対策実施箇所の更なる重点化を行った結果、当面の対策
を見送る箇所となったため、事業を休止する。 
 また、事業の必要性については変化がないため、今後、着手済み箇所の完
成状況を考慮し、次回以降の大阪府都市整備中期計画策定時点において
本事業実施の判断を行う。 

休止 

（修正案） 
 土石流対策については、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」
の整備を渓岸の浸食や家屋の浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先
して進めることとし、渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しないことと
している。 
 本事業については、用地境界が未確定であり、現地未着手であることから、
新規事業に準ずることとし事業を休止する。 
 なお、事業の必要性については変化がないため、今後、府における土石流
対策の整備状況を考慮し、今後の大阪府都市整備中期計画策定時点等
において本事業実施の判断を行う。 

                                                                   宮川砂防事業・見出川砂防事業 

４．評価調書の修正について 
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2）対応方針（原案）の修正 



■青少年センタ－の概要 
 昭和51年 開設 
 
 平常時の利用   
  平成25年度実績：約8,300名（104日稼働） 
  
 避難所としての位置付け 
  収容可能人数322名。周辺地域（高向小学校区）の避難所として開設時より指定。 
   〈周辺地域は全て土砂災害危険箇所であり適切な候補地が無い〉 
  平成26年2月改訂の地域防災計画においても代替施設の選定が不可能なことから引続き 
  避難所として指定。 
 
■避難所を他に設けられない理由 
 ○周辺地域は山間地であり、 
  避難所に適した用地の確保が 
  困難。 
 ○用地を確保する場合は、山を 
  掘削する必要があるため新たな 
  土砂災害危険箇所が生じる。 
 ○周辺地域は代替公共施設が 
  無い。 
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                                                                            堂村北谷砂防事業 

５．避難所を他に設けられない理由（堂村北谷砂防事業） 

主
要
地
方
道 

堺
か
つ
ら
ぎ
線 
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                                                                            堂村北谷砂防事業 

５．避難所を他に設けられない理由（堂村北谷砂防事業） 

青少年センター周辺航空写真 

主要地方道 堺かつらぎ線 


